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年間総処理水量(雨水処理水量と汚水処理水量の合計、ただし流域下水道分は流域関連公共下

水道として水量を計上しているため除く)は14,963百万㎥で、前年度(14,921百万㎥)に比べ0.3

％増加し、年間有収水量(流域下水道分は除く)は11,028百万㎥で、前年度(11,086百万㎥)に比べ0.5

％減少している(第２表)。

第２表 下水道事業供用開始団体の処理区域の状況

３．下水道事業の経営状況

法適用企業と法非適用企業を合わせた下水道事業の収支の状況をみると、全体の収支は黒字と

なっているものの、これは他会計繰入金によるところが大きく、他会計繰入金の収益的収入に占

める割合は36.0％、資本的収入に占める割合は20.9％(第10表参照)にのぼっていることから、引

き続き独立採算の原則に立ち、経営の健全化等に努めていく必要がある。

収益的収支についてみると、収益の面では、会計基準の見直しによる長期前受金戻入の計上や

料金収入の増加等により総収益は増加した。一方、費用の面では、会計基準の見直しによる減価

償却費の増加や特別損失の増加により、総費用が増加した(第４表(1)、第６表(1))。

また、資本的収支についてみると、平成26年度における建設投資額は、大都市における雨水対

策事業や、年々増加する更新費用等により微増となっている。(第５表、第６表(1))。

具体的に決算値をみると、黒字事業は全事業の94.0％に当たる3,403事業で、前年度(3,381事

業)に比べ22事業増加しており、黒字額は2,305億51百万円で、前年度(1,769億66百万円)に比べ

535億85百万円、30.3％増加している。また、赤字事業は全事業の6.0％に当たる219事業で、前

年度(241事業)に比べ22事業減少しており、赤字額は326億02百円で、前年度(365億14百万円)に

比べ39億12百万円、10.7％減少している。この結果、下水道事業全体の収支は1,979億49百万円

の黒字で、前年度(1,404億52百万円の黒字)に比べ574億98百万円、40.9％増加している(第３表)。

なお、特定被災地方公共団体を除いた黒字額は2,102億61百万円で、前年度(1,561億33百万円)

に比べ541億27百万円、34.7％の増加、一方、赤字額は318億21百万円で、前年度(351億31百万

円)に比べ33億10百万円、9.4％の減少となっている。この結果、特定被災地方公共団体以外の収

支は1,784億40百万円で、前年度(1,210億２百万円)に比べ574億38百万円、47.5％増加している。

また、全体としての資本的支出は３兆6,114億63百万円で、前年度(３兆5,805億37百万円)に比

項　目 現 在 処 理 区 域 内 現  在  処  理  区  域 年   間   総   処   理 年    間    有    収

区　分 人  口  (  千 人  ) 面  積  (  ha  ) 水  量  (  千 m³ ) 水  量  (  千 m³  )

法 適 用 企 業 63,375  1,111,048  10,036,966 7,131,069 

法 非 適 用 企 業 39,616  3,872,916  4,926,090 3,896,626 

合 計 102,992  4,983,964  14,963,056 11,027,696 

　(注) １.　未供用の事業を除く。

　　　  ２.　流域下水道事業分（年間総処理水量4,815,874千m³、年間有収水量4,457,369千m³）を除く。
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べ309億27百万円、0.9％増加しており、資本的支出に対する財源の内訳は、企業債１兆1,296億40百

万円(前年度１兆1,443億49百万円)、国庫(県)補助金5,741億41百万円(同5,648億18百万円)等とな

っている。

なお、特定被災地方公共団体を除いた資本的支出は３兆2,322億27百万円で、前年度(３兆1,508億

13百万円)に比べ814億14百万円、2.6％増加している。

第３表 全体の経営状況

４．法適用企業の経営状況

(1) 損益収支の状況

ア 純 損 益

平成26年度における総収益は２兆2,892億4百万円で、前年度(１兆7,623億12百万円)に比べ

5,268億92百万円、29.9％増加している。

一方、総費用は２兆1,502億65百万円で、前年度(１兆6,794億50百万円)に比べ4,708億15百万

円、28.0％増加している。

この結果、純損益は1,389億39百万円の黒字で、前年度(828億62百万円の黒字)に比べ560億78

百万円、67.7％増加している。

純利益を生じた事業は396事業、建設中の事業を除く67.6％で、前年度(336事業、63.0％)に比

べ60事業増加しており、その額は1,591億50百万円で、前年度(1,039億85百万円)に比べ551億65

百万円、53.1％増加している。これに対し、純損失を生じた事業は190事業、建設中の事業を除く

32.4％で、前年度(197事業、37.0％)に比べ7事業減少しており、その額は202億11百万円で、前年度

(211億24百万円)に比べ9億13百万円、4.3％減少している。

また、総収支比率は106.5％で、前年度(104.9％)に比べ1.6ポイント上昇している。

イ 経常損益

平成26年度における経常収益は２兆2,344億43百万円(公共下水道２兆276億90百万円、特定

環境保全公共下水道639億22百万円、特定公共下水道44億61百万円、流域下水道959億83百万円、

農業集落排水施設393億65百万円等)で、前年度(１兆7,516億31百万円)に比べ4,828億12百万円、

（単位：事業、億円）

年度 25(A) 26(B) 増減額 ((B)-(A))

項目 法適用企業 法非適用企業 合　計 法適用企業 法非適用企業 合　計 法適用企業 法非適用企業 合　計

 区分

（事業数） (336) (3,045) (3,381) (396) (3,007) (3,403) (60) (△38) (22)

黒字額 1,040 730 1,770 1,592 714 2,306 552 △16 536 

（事業数） (197) (44) (241) (190) (29) (219) (△7) (△15) (△22)

赤字額 211 154 365 202 124 326 △9 △30 △39 

（事業数） (533) (3,089) (3,622) (586) (3,036) (3,622) (53) (△53) (-)

収　支 829 576 1,405 1,389 590 1,979 561 14 575 

(注)１. 事業数は、決算対象事業数（建設中のものを除く）である。

 　 ２. 黒字額、赤字額は、法適用企業にあっては純損益、法非適用企業にあっては実質収支による。
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27.6％増加している。一方、経常費用は２兆884億42百万円(公共下水道１兆8,820億66百万円、

特定環境保全公共下水道642億21百万円、特定公共下水道41億14百万円、流域下水道948億57百万円、

農業集落排水施設398億63百万円等)で、前年度(１兆6,662億81百万円)に比べ4,221億60百万円、25.

3％増加している。

この結果、経常損益1,460億１百万円の黒字で、前年度(853億49百万円の黒字)に比べ606億

52百万円、71.1％増加している。

このうち、経常利益を生じた事業は426事業、建設中の事業を除く72.7％で、前年度(329

事業、61.7％)に比べ97事業増加しており、その額は1,566億25百万円で、前年度(1,047億72百

万円)に比べ518億53百万円、49.5％増加している。一方、経常損失を生じた事業は160事業、

建中の事業を除く27.3％で、前年度(204事業、38.3％)に比べ44事業減少しており、その額は

106億24百万円で、前年度(194億23百万円)に比べ87億99百万円、45.3％減少している。

また、経常収支比率は107.0％で、前年度(105.1％)に比べ1.9ポイント上昇しており、経常損

失比率は0.7％で、前年度(1.3％)に比べ0.6ポイント低下している。

ウ 累積欠損金・不良債務

累積欠損金は1,143億４百万円で、前年度(1,970億23百万円)に比べ827億20百万円、42.0％減

少している。累積欠損金を有する事業数は213事業で、前年度(258事業)に比べ45事業、17.4％減

少しており、事業数に占める割合は36.3％で、前年度(48.4％)に比べ12.1ポイント低下している。

また、累積欠損金比率は7.7％で、前年度(13.5％)に比べ5.8ポイント低下している。

不良債務は201億75百万円で、前年度(323億85百万円)に比べ122億11百万円、37.7％減少し、

営業収益に対する不良債務の比率は1.4％で、前年度(2.2％)に比べ0.8ポイント低下している。

不良債務を有する事業は59事業で、前年度(50事業)に比べ9事業増加している(第４表)。

エ 資本不足

負債が資産を上回る資本不足の事業は、64事業（建設中を除く事業の10.9%）で前年度（５事

業、0.9%）に比べ59事業増加しており、その額は337億81百万円で、前年度（６億83百万円）に

比べ330億98百万円、4,845.9%増加している。これは、主に会計制度の変更に伴い、借入資本金

や繰延収益が負債へ計上されたこと等によるものである。
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べ309億27百万円、0.9％増加しており、資本的支出に対する財源の内訳は、企業債１兆1,296億40百

万円(前年度１兆1,443億49百万円)、国庫(県)補助金5,741億41百万円(同5,648億18百万円)等とな

っている。

なお、特定被災地方公共団体を除いた資本的支出は３兆2,322億27百万円で、前年度(３兆1,508億

13百万円)に比べ814億14百万円、2.6％増加している。

第３表 全体の経営状況

４．法適用企業の経営状況

(1) 損益収支の状況

ア 純 損 益

平成26年度における総収益は２兆2,892億4百万円で、前年度(１兆7,623億12百万円)に比べ

5,268億92百万円、29.9％増加している。

一方、総費用は２兆1,502億65百万円で、前年度(１兆6,794億50百万円)に比べ4,708億15百万

円、28.0％増加している。

この結果、純損益は1,389億39百万円の黒字で、前年度(828億62百万円の黒字)に比べ560億78

百万円、67.7％増加している。

純利益を生じた事業は396事業、建設中の事業を除く67.6％で、前年度(336事業、63.0％)に比

べ60事業増加しており、その額は1,591億50百万円で、前年度(1,039億85百万円)に比べ551億65

百万円、53.1％増加している。これに対し、純損失を生じた事業は190事業、建設中の事業を除く

32.4％で、前年度(197事業、37.0％)に比べ7事業減少しており、その額は202億11百万円で、前年度

(211億24百万円)に比べ9億13百万円、4.3％減少している。

また、総収支比率は106.5％で、前年度(104.9％)に比べ1.6ポイント上昇している。

イ 経常損益

平成26年度における経常収益は２兆2,344億43百万円(公共下水道２兆276億90百万円、特定

環境保全公共下水道639億22百万円、特定公共下水道44億61百万円、流域下水道959億83百万円、

農業集落排水施設393億65百万円等)で、前年度(１兆7,516億31百万円)に比べ4,828億12百万円、
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 区分

（事業数） (336) (3,045) (3,381) (396) (3,007) (3,403) (60) (△38) (22)

黒字額 1,040 730 1,770 1,592 714 2,306 552 △16 536 

（事業数） (197) (44) (241) (190) (29) (219) (△7) (△15) (△22)

赤字額 211 154 365 202 124 326 △9 △30 △39 

（事業数） (533) (3,089) (3,622) (586) (3,036) (3,622) (53) (△53) (-)

収　支 829 576 1,405 1,389 590 1,979 561 14 575 

(注)１. 事業数は、決算対象事業数（建設中のものを除く）である。

 　 ２. 黒字額、赤字額は、法適用企業にあっては純損益、法非適用企業にあっては実質収支による。
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27.6％増加している。一方、経常費用は２兆884億42百万円(公共下水道１兆8,820億66百万円、

特定環境保全公共下水道642億21百万円、特定公共下水道41億14百万円、流域下水道948億57百万円、

農業集落排水施設398億63百万円等)で、前年度(１兆6,662億81百万円)に比べ4,221億60百万円、25.

3％増加している。

この結果、経常損益1,460億１百万円の黒字で、前年度(853億49百万円の黒字)に比べ606億

52百万円、71.1％増加している。

このうち、経常利益を生じた事業は426事業、建設中の事業を除く72.7％で、前年度(329

事業、61.7％)に比べ97事業増加しており、その額は1,566億25百万円で、前年度(1,047億72百

万円)に比べ518億53百万円、49.5％増加している。一方、経常損失を生じた事業は160事業、

建中の事業を除く27.3％で、前年度(204事業、38.3％)に比べ44事業減少しており、その額は

106億24百万円で、前年度(194億23百万円)に比べ87億99百万円、45.3％減少している。

また、経常収支比率は107.0％で、前年度(105.1％)に比べ1.9ポイント上昇しており、経常損

失比率は0.7％で、前年度(1.3％)に比べ0.6ポイント低下している。

ウ 累積欠損金・不良債務

累積欠損金は1,143億４百万円で、前年度(1,970億23百万円)に比べ827億20百万円、42.0％減

少している。累積欠損金を有する事業数は213事業で、前年度(258事業)に比べ45事業、17.4％減

少しており、事業数に占める割合は36.3％で、前年度(48.4％)に比べ12.1ポイント低下している。

また、累積欠損金比率は7.7％で、前年度(13.5％)に比べ5.8ポイント低下している。

不良債務は201億75百万円で、前年度(323億85百万円)に比べ122億11百万円、37.7％減少し、

営業収益に対する不良債務の比率は1.4％で、前年度(2.2％)に比べ0.8ポイント低下している。

不良債務を有する事業は59事業で、前年度(50事業)に比べ9事業増加している(第４表)。

エ 資本不足

負債が資産を上回る資本不足の事業は、64事業（建設中を除く事業の10.9%）で前年度（５事

業、0.9%）に比べ59事業増加しており、その額は337億81百万円で、前年度（６億83百万円）に

比べ330億98百万円、4,845.9%増加している。これは、主に会計制度の変更に伴い、借入資本金

や繰延収益が負債へ計上されたこと等によるものである。
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減少しており、国庫(県)補助金は2,776億52百万円で、前年度(2,756億47百万円)に比べ20億５百

万円、0.7％増加している。また、他会計繰入金は3,072億17百万円で、前年度(3,129億50百万

円)に比べ57億33百万円、1.8％減少している。

(3) 実質収支

実質収支をみると、黒字事業は3,007事業で、前年度(3,045事業)に比べ38事業減少し、その額

は714億１百万円で、前年度(729億81百万円)に比べ15億79百万円、2.2％減少している。また、

赤字事業は29事業で、前年度(44事業)に比べ15事業減少し、その額は123億91百万円で、前年度

(153億91百万円)に比べ29億99百万円、19.5％減少している(第６表)。

第６表 下水道事業の経営状況(法非適用企業)

(1) 経営状況の推移

（単位：百万円、％）

年　度　 22 23 24 25 26 (B)-(A)

 項　目 (A) (B) (A)

総 収 益 (a) 1,475,706 1,436,791 1,387,745 1,355,059 1,329,517 △1.9  

営 業 収 益 941,759 892,118 870,990 849,734 833,715 △1.9  

収 　　営業収益(受託工事収益を除く) (b) 940,456 890,852 869,956 848,564 832,750 △1.9  

益 う ち 料 金 収 入 640,524 608,663 589,463 569,450 549,996 △3.4  

的 　　　　　 雨 水 処 理 負 担 金 132,360 126,301 118,518 114,805 110,848 △3.4  

収 他 会 計 繰 入 金 507,150 508,138 482,063 473,788 467,742 △1.3  

支 総 費 用 (c) 1,023,902 986,879 953,169 918,463 901,229 △1.9  

営 業 費 用 604,711 599,993 598,289 595,694 601,793 1.0  

う ち 職 員 給 与 費 64,536 60,557 56,986 53,416 51,547 △3.5  

収 支 差 引 451,804 449,911 434,575 436,596 428,288 △1.9  

資 本 的 収 入 1,402,021 1,266,670 1,224,009 1,176,355 1,116,066 △5.1  

資 地 方 債 610,336 537,384 501,476 505,068 449,549 △11.0  

本 国 庫 （ 県 ） 補 助 金 339,649 311,703 324,888 275,647 277,652 0.7  

的 他 会 計 繰 入 金 346,706 324,766 307,818 312,950 307,217 △1.8  

収 資 本 的 支 出 1,829,345 1,697,388 1,646,935 1,599,098 1,539,005 △3.8  

支 建 設 改 良 費 868,979 773,045 743,860 704,862 698,825 △0.9  

地 方 債 償 還 金 (d) 954,247 918,789 886,976 887,854 827,224 △6.8  

収 支 差 引 △427,324 △430,718 △422,926 △422,743 △422,939 △0.0  

実　 質　 収　 支　　     黒　　字 77,179 82,444 78,163 72,981 71,401 △2.2  

         　　　　　　　　　　 赤　　字 (e) 25,394 21,890 18,766 15,391 12,391 △19.5  

      　　　　          (a)     

収 益 的 収 支 比 率 ×100  74.6 75.4 75.4 75.0 76.9 -　 

                          (c)+(d)  

　　　　　　　　　　　(e)     

赤　　字　　比　　率 ×100  2.7 2.5 2.2 1.8 1.5 -　 

　　　　　　　　　　　(b)     

事　　　　　　業　　　　　　数 3,231 3,171 3,131 3,102 3,048 △1.7  

　　　う　ち　　建　　設　　中 63 25 19 13 12 △7.7  

収益的収支で赤字を生じた事業数（建設中を除く） 183 184 161 164 150 △8.5  

48 47 41 44 29 △34.1  実質収支で赤字を生じた事業数（建設中を除く）

第２章 ７ 下水道事業
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